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Ⅰ　はじめに

　₂₀₁₂年 ₅月 ₄日～ ₆日に台北で ₂nd Asia-Pacific 

Conference on Health Promotion and Education

（APHPE）が開催された．筆者は，災害医療にお
けるレセプト情報の活用について発表した．その
要点は，我が国の医療保険制度上，医療機関，支
払基金または国保連合会，保険者が同一のレセプ
ト情報を分散して保有するため，被災によって喪
失した診療に関する情報の一部をレセプトから復
元可能であり，今後の災害医療における医療情報
システムの構築にレセプト情報の活用が有効であ
ることである．今回，日本，韓国，台湾における
レセプト情報を用いた医学系研究の動向をまと
め，ヘルスプロモーション・健康教育分野での活
用について検討した．

Ⅱ　方　　法

　アメリカ国立医学図書館国立生物工学情報セン
ター（National Center for Biotechnology Informa-

tion，NCBI）が運営する医学・生物学分野の学術
文献検索サービス PubMedにて，「health insur-

ance claim」と「Japan」「Korea」「Taiwan」をそ
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れぞれ組み合わせたキーワードによって論文を検
索した．研究動向の時系列的変化と国際的動向を
検討する目的で₂₀₁₂年 ₆ 月₂₆日の時点で検索され
た論文数を ₁）全ての年， ₂）₂₀₀₈年 ₁ 月以降
（電子媒体と冊子媒体の両方で公開されている場合
には公開日の早いもの），論文の言語を ₁）特に指
定なし， ₂）英文，に分類した．

Ⅲ　結　　果

　表に方法で指定したキーワードを用いて
PubMedを検索して把握できた論文数を示す．全
ての年，₂₀₀₈年 ₁ 月以降のいずれも台湾が第 ₁
位，韓国が第 ₂位，日本が第 ₃位であった．全て
の年の論文数で日本は台湾の ₃分の ₁，韓国の ₃
分の ₂の論文数であり，₂₀₀₈年 ₁ 月以降の英文論
文数で日本は台湾の約 ₅分の ₁，韓国の ₂分の ₁
の論文数であった．

表　レセプト情報を用いた論文数の比較

発表年及び言語 Japan Korea Taiwan

すべての年 ₄₀ ₆₀ ₁₂₀
　（内，英文） ₃₀ ₄₄ ₁₂₀
₂₀₀₈年 ₁ 月以降 ₁₆ ₄₃  ₇₅
　（内，英文） ₁₆ ₃₂  ₇₅

注 ₁ ： PubMedにおける「health insurance claim」と
「Japan」「Korea」「Taiwan」のそれぞれをキー
ワードとして検索された論文数

注 ₂：検索結果は₂₀₁₂年 ₆ 月₂₆日時点
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Ⅳ　考　　察

　わが国におけるレセプト情報を用いた医学系論
文の出版数は韓国及び台湾と比較して非常に少な
いことが明らかになった．今回用いたデータベー
スはNCBIが運営するPubMedであり，英文₁-₄）及
び英文抄録が伴う論文₅）は収載される可能性があ
るが英文抄録のない国内誌に掲載される論文₆,₇）は
収載されない．また，レセプトを用いた論文で
あってもキーワードによっては，必ずしも検索で
把握されるとは限らない．しかしながら，₂₀₀₈年
₁ 月以降の英文論文数で日本は台湾の約 ₅ 分の
₁，韓国の ₂分の ₁であったことは，人口規模を
考慮すれば，わが国におけるレセプト情報を用い
た医学系の研究は台湾及び韓国に遠く及ばないと
いえる．
　韓国及び台湾の医療保険制度はわが国の制度を
参考にして設計された．両国ともレセプトに記載
された情報をデータベース化して，疫学調査₈,₉）の
基礎資料などとして活用されている．しかし，わ
が国では昨年ようやくレセプトナショナルデータ
ベースの研究者向け利用申請の受付が開始された
ばかりであり，国全体としてのレセプトを用いた
調査研究体制では韓国及び台湾に遠く及ばない．
　健康教育の領域において調査研究を行う場合，
糖尿病における血糖値など何らかの検査値に基づ
く診断基準が通常定義される．レセプトは診療報
酬の請求を目的として作成される文書であり，診
断確定の目的で検査を行った後に当該疾病の存在
は否定されても保険請求の制度上「疑い病名」と
して記載される場合が存在するなど，学術調査の
ために収集される情報とは異なる性質を有する
が，その点を考慮した分析₁-₇）は限られている．健
康教育に関わる多くの専門家や公衆衛生学領域の
いわゆる学識経験者の多くがレセプトに記載され
た情報の特性を情報の妥当性の問題と混同したた
めにレセプトを用いた調査研究に懐疑的な立場で
あったことも，レセプトを用いた調査研究成果の
公表において韓国及び台湾に大きく水をあけられ

ることとなった原因の一つと考えられる．

Ⅴ　ま と め

　今回，台湾で開催された ₂nd APHPEで東日本
大震災関連のシンポジウムでレセプト情報を被災
者医療支援に用いた事例に関する発表を行った経
験を通じて，わが国，韓国及び台湾のレセプトを
用いた学術研究の現状について検討した．その結
果，わが国のレセプトを用いた研究は韓国及び台
湾に遠く及ばないことが明らかになった．わが国
のレセプト情報を調査研究に用いる上では制度面
及での制約が韓国及び台湾よりも強いことと，レ
セプトに記載される情報の特性に対する理解が不
足していたことの ₂つの理由が考えられる．韓国
及び台湾の状況を参考にし，レセプト情報の有効
活用を推進することで，特定保健指導などの健康
教育の効果をより正確に評価することが可能にな
ると考えられる．
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